
　

現
在
の
建
築
系
施
設
を
全
て
維
持
し
、

改
修
ま
た
は
建
替
え
た
場
合
、
今
後
40
年

間
に
わ
た
っ
て
、
毎
年
10
億
８
千
万
円
の

費
用
が
必
要
に
な
り
ま
す
。
そ
れ
に
対
し
、

近
年
の
維
持
更
新
費
用
は
３
億
２
千
万
円

程
度
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

つ
ま
り
、
今
あ
る
全
て
の
施
設
を
維
持

し
よ
う
と
す
る
と
、
現
在
の
約
３
倍
の
費

用
が
必
要
と
な
り
ま
す
。

■建築系施設の更新・改修にかかる経費（2017 ～ 2056 年の 40 年間）

更新時期超過分 大規模改修 建替え 平均

40 年間平均 10.8 億円 / 年

　

町
の
建
築
系
施
設
は
、
築
30
年

以
上
の
施
設
が
全
体
の
半
数
近
く

を
占
め
て
い
ま
す
。

　

こ
れ
ら
の
施
設
は
、
老
朽
化
が

進
む
と
同
時
期
に
修
繕
や
建
替
え

が
必
要
に
な
り
ま
す
。
特
に
、
学

校
教
育
系
施
設
な
ど
で
老
朽
化
が

進
行
し
て
い
ま
す
。

　　

次
世
代
を
担
う
子
ど
も
た
ち
に
、
良
質

で
充
実
し
た
公
共
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す
る

た
め
に
は
、
財
政
支
出
を
見
直
し
、
建
築

系
施
設
の
総
量
を
抑
制
す
る
と
と
も
に
、

施
設
を
「
上
手
に
使
い
こ
な
す
」
こ
と
や
、

ま
ち
づ
く
り
の
視
点
を
重
視
し
た
再
配
置

な
ど
を
考
え
な
く
て
は
な
り
ま
せ
ん
。

　

本
計
画
で
は
、
こ
う
し
た
点
か
ら
、
左

記
の
よ
う
な
方
針
を
立
て
ま
し
た
。

　

全
庁
的
な
取
組
体
制
を
構
築
し
、
一
元

的
な
情
報
管
理
、
計
画
的
な
再
配
置
な
ど

を
進
め
て
い
き
ま
す
。

　

ま
た
、
公
共
施
設
の
更
新
・
統
廃
合
の

計
画
に
あ
た
っ
て
は
、
町
民
の
皆
さ
ま
の

ご
意
見
、
地
域
の
ニ
ー
ズ
を
踏
ま
え
て
取

り
組
ん
で
い
き
ま
す
。

　

町
で
は
、
人
口
減
少
を
く
い
止

め
る
た
め
に
さ
ま
ざ
ま
な
取
り
組

み
を
実
施
し
て
い
ま
す
が
、
そ
れ

で
も
な
お
、
40
年
後
に
は
約
６
，

３
０
０
人
（
平
成
27
年
度
比
17
％
）

が
減
り
、
特
に
生
産
年
齢
人
口
で

は
29
％
減
少
す
る
と
予
想
さ
れ
て

い
ま
す
。

　

こ
れ
に
合
わ
せ
て
、
求
め
ら
れ

る
公
共
施
設
は
変
化
し
、
さ
ら
に

税
収
な
ど
の
町
の
収
入
も
減
少
し

て
い
く
と
考
え
ら
れ
ま
す
。

　

町
で
は
、
都
市
化
の
進
展
に
伴

い
、
多
く
の
建
築
系
施
設
、
イ
ン

フ
ラ
施
設
を
整
備
し
て
き
ま
し
た

が
、
こ
れ
ら
の
多
く
が
整
備
後
30

年
以
上
を
経
過
し
て
お
り
、
今
後

は
維
持
・
更
新
な
ど
に
多
額
の
経

費
が
必
要
に
な
る
こ
と
が
見
込
ま

れ
ま
す
。

　

ま
た
、
今
後
の
少
子
高
齢
化
の

進
行
や
生
産
年
齢
人
口
（
※
）
の
減

少
な
ど
に
よ
り
、
税
収
の
減
少
が

予
想
さ
れ
、
建
替
え
な
ど
の
更
新

費
用
の
確
保
が
困
難
に
な
る
こ
と

や
、
老
朽
化
し
た
施
設
の
継
続
が

課
題
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

全
国
に
お
い
て
も
、
公
共
施
設

の
更
新
問
題
に
総
合
的
か
つ
計
画

的
に
対
処
す
る
こ
と
が
求
め
ら
れ

て
お
り
、
国
か
ら
平
成
29
年
３
月

ま
で
に
計
画
策
定
の
要
請
が
さ
れ

た
と
こ
ろ
で
す
。

※
生
産
年
齢
人
口
：
15
～
64
歳
の
人
口

　

　

こ
う
し
た
背
景
か
ら
、
中
長
期

的
な
視
点
に
立
っ
て
総
合
的
・
計

画
的
な
管
理
を
推
進
し
て
い
く
こ

と
を
目
的
に
、
「
宇
美
町
公
共
施

設
等
総
合
管
理
計
画
」
を
策
定
し

ま
し
た
。

　

本
計
画
は
、
管
理
対
象
と
な
る

公
共
施
設
の
現
状
と
課
題
を
踏
ま

え
、
今
後
に
向
け
た
点
検
や
改

修
、
統
廃
合
、
管
理
運
営
体
制
な

ど
の
基
本
的
な
方
針
を
示
し
て
い

ま
す
。
ま
た
、
「
宇
美
町
総
合
計

画
」
を
支
え
る
計
画
の
一
つ
で
あ

り
、
今
後
は
、
個
別
実
施
計
画
を

本
計
画
に
即
し
て
定
め
る
こ
と
に

な
り
ま
す
。

町
に
あ
る
公
共
施
設
を

効
率
的
に
管
理
す
る
た
め
に

①
施
設
の
老
朽
化
が
進
行

―
多
く
の
公
共
施
設
が
更
新
時
期

　
を
迎
え
よ
う
と
し
て
い
ま
す
―

②
人
口
と
税
収
の
減
少

―
町
民
ニ
ー
ズ
の
変
化
や
税
収
の

　
減
少
が
予
想
さ
れ
ま
す
―

50 年以上
1.5％

10 年
未満
9.3％

20 年以上
30 年未満
20.0％

30 年以上
40 年未満
27.6％

40 年以上
50 年未満
19.5％

築 30年以上の
建築系施設は約半数

■築年数の延床面積割合

10 年以上
20 年未満
21.8％

宇美町公共施設等総合管理計画（抜粋）

●全体方針

●課題解決に向けた取組方針

≫ 建築系施設保有量の削減

≫ 統合 ・ 廃止 ・ 複合化の推進

≫ 維持管理 ・ 修繕の実施

≫ 管理運営体制の構築

≫ 耐震化による安全確保

≫ 長寿命化の実施

≫ 公共施設 ・ 町有地の有効活用

≫建築系施設の総量を 40 年間で 24％削減
　を目標とします＜延床面積基準＞

≫建築物の新規整備
※
は、 原則として行いません

※老朽化した施設の建替えではなく、全く新しい施設を新
規に整備すること。

≫積極的な長寿命化で、 80 年使用を目標とします
　＜鉄筋コンクリート造の場合＞

≫再配置の方向（廃止・統廃合・複合化など）を明確
　にし、拠点性や新たな価値を生み出します

●今後のスケジュール

短期
2017～21年度

中期
2022～26年度

長期
2027～56年度

本計画の推進・見直し

再配置計画

個別実施計画

　広報誌（平成 27 年 10 月号）にお

いて、庁舎建替えの方針を掲載して

おりましたが、宇美町公共施設等総

合管理計画に基づき、庁舎建替えに

ついては、他の建築系施設と調整を

図りつつ、最適な時期に建設を目指

します。それまでは最低限の延命化

を行っていきます。

庁舎建替えについて
順次、改修が必要となっていきます

財産活用課　資産管理係　☎ 934-2268問い合わせ ※本計画の詳細は、町ホームページに掲載しています。

■宇美町人口ビジョン

■計画期間
　2017（平成 29）年～ 2056（平成 68）年の 40 年間

■計画の対象施設
　（建築系施設）
　　学校教育系施設、町民文化系施設、公営住宅、
　　スポーツ・レクリエーション系施設　など
　（インフラ施設）
　　道路、橋りょう、上下水道　など

不明
0.3％

宇美東小学校

③
施
設
維
持
費
の
増
加

―
近
い
将
来
、施
設
の
更
新
に
多
額

　
の
費
用
が
必
要
に
な
り
ま
す
―

基
本
的
な
方
針

計
画
の
実
現
に
向
け
て

次世代を担う子どもたちに
良好な公共施設を引き継ぐために

宇美町公共施設等総合管理計画を策定しました

町 の 公 共 施 設 が 抱 え る 課 題

こ う し た 課 題 を 解 決 す る た め の 方 針
し～ず・うみ

武道館

3 2広報うみ（平成29年7月号） 広報うみ（平成29年7月号）


